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１．事業の概要
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事業の概要 位置図
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対象位置

彦根市須越町、日夏町、清崎町

琵琶湖

宇曽川

安食川

荒神山

安食川地区 Ｌ＝３，２４０ｍ
・安食川Ⅰ期地区Ｌ＝ ８１０ｍ（R１完了）
・安食川Ⅱ期地区Ｌ＝２，４８０ｍ

犬上南部地区広域排水路
L=４，２１０ｍ



事業の概要 計画諸元
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■地区名 ：安食川Ⅱ期地区
■所在地 ：彦根市須越町、日夏町、清崎町
■流域面積 ：１，３８９．５ｈａ
■事業延長 ：２，４８０ｍ
■計画排水量：７９．１ｍ3/s（１/１０年確率）
■事業主体 ：滋賀県
■予定工期 :平成２５年度～令和９年度
■総事業費 ：２，７３４百万円

※令和２年度に計画変更
■事業の概要：護岸工 一式
■標準断面図：
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【下流部：鋼矢板区間】 【上流部：張りブロック区間】

琵琶湖

八坂放水路



２．事業の目的

6



事業の目的
・安食川は、昭和43年に造成された農業用排水路である。
整備後、宅地開発等の土地利用形態の変化に伴う雨量流出率の増加に
より排水容量が不足し、当該地域において浸水被害が増加。
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下流部

安食川 八坂放水路

八坂放水路分流部付近

安食川

上流部
洪水時の安食川の状況

・さらに、約４０年が経過し、堤体法面の侵食や既設護岸の老朽化が著しい。
そのため、通水断面の確保を図ることにより、農業経営の安定と浸水、湛水
に伴う災害を未然に防止する。
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３．事業の経緯と進捗状況
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事業の経緯と進捗状況

・県営かんがい排水事業野田沼地区（昭和26年～43年）により
整備された農業用排水路であり、昭和40年３月に一級河川
に指定。

・安食川の浸水被害が多発するようになり、安食川の河川改修の
早期実施が望まれ、県営農地防災事業で新規事業採択を受け、
事業実施。

・一級河川にかかる工事については、河川管理者以外の者が
河川工事を行う場合の河川法第２０条工事で、実施。
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事業の経緯



事業の経緯と進捗状況
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・平成２５年度より農林水産省の補助を受け、下流域から順次工事を進
めているところ。
・現在は、全体計画２，４８０ｍのうち、下流から１，４６１ｍが完成しており、
進捗率は約６０％という状況。
・現状通り事業実施していくことで、令和９年度には事業完了する予定。

※事業量、工期ともに現計画通り、順調に進捗が図られている。

地区名 項目 全体 前年度（R4迄） 進捗率 翌年度以降残

安食川Ⅱ期 事業量 2,480 1,461 59 1,019

事業費 2,734,200 1,422,389 52 1,311,811



４．事業を巡る社会経済情勢等の変化
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事業を巡る社会経済情勢等の変化
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・農業経営体数は減少しているものの、組織経営体数の増加とともに、
１戸あたりの経営耕地総面積は増加しており、大規模農家の集約化
が進んでいる

（hａ/戸）

農林業センサスより抜粋

（戸）

組織経営体 15団体 18団体 25団体

1,100戸

801戸

532戸

4.05ha/戸

2.93ha/戸

2.05ha/戸

5.00

0.00



工事完成区間
平常時

洪水時

水路整備に伴い、受益地内で高収益作
物の計画的な栽培が始まる！

水
路
整
備

事業を巡る社会経済情勢等の変化

副次的効果（農業効果に関する要因の変化）
・受益地内のほ場では田植機、トラクター、コンバイン等の大型農業機の導入が可能となり、生産
組織による営農が開始され、機械経費、労力費が大幅に削減され、営農経費の節減が見込まれる。

整備効果
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○ これまで琵琶湖周辺で栽培していたが、湛水被害に悩まされていた。水路整備が進んだことで
湛水被害は少ないと考え、今後この地域での高収益作物の栽培面積拡大を図っていきたい。

地元の声

高収益作物の栽培

計
画

水路整備に伴い、受益地内で高収益作
物の計画的な栽培が始まる！

彦根市清崎町地先
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事業を巡る社会経済情勢等の変化

副次的効果（農業効果に関する要因の変化）
・受益地内のほ場では田植機、トラクター、コンバイン等の大型農業機の導入が可能となり、生産
組織による営農が開始され、機械経費、労力費が大幅に削減され、営農経費の節減が見込まれる。

整備効果
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５．費用対効果分析
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費用対効果分析
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総費用総便益比Ｂ/Ｃ＝
総便益Ｂ

総費用Ｃ

＝6,138,790千円／4,582,625千円
＝１．３３≧１．０ ＯＫ

≧１．０

総費用総便益比

・農林水産省通知 平成30年２月１日付け 土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの一部改正
・新たな土地改良の効果算定マニュアル等に
より算出



費用対効果分析

総費用C

施 設 名
①事業着工時点の

資産価格

②当該事業
による
工事費

③評価期間
における
再整備費

④評価終了
時点の
資産価格

⑤総費用
（①＋②＋③－④）

県営造成施設 199,758 4,412,664 436,970 466,767 4,582,625

（単位：千円）

総便益B

年効果額 総便益額（B）

①維持管理節減効果 736 29,857

②災害防止効果（農業関係資産） 108,993 3,862,659

③災害防止効果（公共資産） 64,308 2,246,274

④合計（総便益） 6,138,790

（単位：千円）

（C）

農業排水路の整備により、集落内の排水条件が改善され、洪水に 伴う冠水、湛水
による被害を防止、軽減する効果が期待できる。

費用対効果算定は、安食川（全体）で効果算定

17



６．コスト縮減および代替案の可能性
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コスト縮減および代替案の可能性

現計画は、水害を未然に防止し地域農業の安定と発展を図るための
必要不可欠な代替性のない合理的な計画となっている
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工法比較検討の実施し、コスト縮減に努めながら引き続き事業を推進
していく



７．関係機関の意向
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関係機関の意向
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・本事業については、流域農地の冠水被害を解消し、地域集落の排水
条件が大きく改善されることから、彦根市総合計画の水害・土砂災害
対策の推進の多様な主体との連携による取組にも位置づけられてお
り、本事業の早期完了を強く望まれている。

〇受益農家・土地改良区

・本事業により当地域の冠水被害が改善され、同時に水田の汎用効果
が発現し、安定した営農と農業経営の改善が図られることから、一層
の事業推進を求められている。

〇市町等



８．対応方針（案）
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県の対応方針（案）

県営農地防災事業 安食川Ⅱ期地区は、下記の理由に
より、継続実施するものとする。

記

①本事業は、災害防止に効果があるとともに、早期に完成させることに
より、安食川流域住民に安心感を与え、安食川流域の排水改良に不可欠
である

②排水条件の改善により、水田の汎用性が大幅に向上し、キャベツやカ
ボチャ等の高収益作物の作付面積拡大と、地域農業の多様化に寄与する

③関連事業である上流域の犬上南部地区排水路の事業完了に目途がつい
ており、関係する地元や土地改良区より、安食川の早期整備完了が強く
望まれている
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